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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第32期

第１四半期連結
累計期間

第33期
第１四半期連結

累計期間
第32期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 860,044 1,166,997 3,365,042

経常利益 （千円） 93,298 118,898 226,940

親会社株主に帰属する四

半期（当期）純利益
（千円） 58,590 75,169 131,268

四半期包括利益または包

括利益
（千円） 44,826 111,673 342,183

純資産額 （千円） 2,654,486 2,985,571 2,951,803

総資産額 （千円） 5,024,472 5,496,757 5,420,453

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 11.28 14.47 25.27

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.8 54.3 54.5

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日本銀行の各種の経済・金融政策等を背景として緩や

かな回復基調にあるものの、円安による輸入物価や材料費等の上昇の影響、また米国における金融政策の行方や中

国での経済成長率鈍化の国内経済への影響などから、引き続き先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当社の属するカーアフターマーケットにおきましては、特に国内では前述の不透明感などを背景にユーザーの低

価格志向は依然として強い中、一部高額品への購買意欲の増加の兆しもあり、消費に力強さも見え始めました。

このような情勢のもと、当社グループは主力製品である「FLEX A」および「FLEX Z」の販売の強化と拡大に引き

続き注力するとともに、知名度のさらなる向上に向けた広告宣伝に努めてまいりました。また国内海外の各地域に

おける特性に適した各種多様な販売キャンペーンも継続的におこないました。

その一方で、中国における生産拠点の稼動開始に遅れが生じたことで、これを補うために国内工場の生産能力が

逼迫し、急遽増産対応を進めたものの不本意ながら欠品による販売機会損失も余儀なくされました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,166百万円（前年同期比35.7％増）となりましたが、前

期においては消費税増税の影響もあり、第１四半期の比較では大きく伸びております。

なお、損益の面においては前述の増収要因により営業利益106百万円（前年同期比15.2％増）、為替動向の影響

などもあって経常利益118百万円（前年同期比27.4％増）となりました。また親会社株主に帰属する四半期純利益

については75百万円（前年同期比28.3％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ76百万円増加し、5,496百万円となりまし

た。これは主として機械及び装置の増加によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ42百万円増加し、2,511百万円とな

りました。これは主として買掛金の増加によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度に比べ33百万円増加し、2,985百万円とな

りました。これは主として為替換算調整勘定の増加によるものであります。

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は72百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,609,000

計 26,609,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,652,250 6,652,250

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,652,250 6,652,250 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年６月30日 － 6,652,250 － 217,556 － 215,746

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,458,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,193,000 51,930 －

単元未満株式 普通株式　　　　750 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,652,250 － －

総株主の議決権 － 51,930 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社テイン

神奈川県横浜市戸塚区

上矢部町3515番４
1,458,500 － 1,458,500 21.92

計 － 1,458,500 － 1,458,500 21.92

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,026,738 940,619

売掛金 358,388 357,552

商品及び製品 532,871 485,768

仕掛品 55,027 108,211

原材料及び貯蔵品 238,655 254,152

その他 201,547 216,837

流動資産合計 2,413,228 2,363,141

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,074,382 1,073,135

土地 1,070,533 1,070,533

その他（純額） 590,253 719,680

有形固定資産合計 2,735,169 2,863,349

無形固定資産 5,302 5,450

投資その他の資産   

その他 266,752 264,816

投資その他の資産合計 266,752 264,816

固定資産合計 3,007,224 3,133,616

資産合計 5,420,453 5,496,757

負債の部   

流動負債   

買掛金 250,268 321,010

短期借入金 96,716 100,056

その他 344,508 340,068

流動負債合計 691,493 761,135

固定負債   

長期借入金 1,366,604 1,341,590

役員退職慰労引当金 189,903 192,507

退職給付に係る負債 168,041 163,038

その他 52,606 52,915

固定負債合計 1,777,155 1,750,051

負債合計 2,468,649 2,511,186

純資産の部   

株主資本   

資本金 217,556 217,556

資本剰余金 215,746 215,746

利益剰余金 2,841,292 2,838,555

自己株式 △473,469 △473,469

株主資本合計 2,801,125 2,798,388

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 150,678 187,182

その他の包括利益累計額合計 150,678 187,182

純資産合計 2,951,803 2,985,571

負債純資産合計 5,420,453 5,496,757
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 860,044 1,166,997

売上原価 489,327 739,690

売上総利益 370,716 427,307

販売費及び一般管理費 278,229 320,736

営業利益 92,487 106,571

営業外収益   

為替差益 － 12,620

その他 14,328 4,273

営業外収益合計 14,328 16,893

営業外費用   

支払利息 2,637 2,618

為替差損 10,280 －

持分法による投資損失 － 1,230

その他 598 717

営業外費用合計 13,517 4,566

経常利益 93,298 118,898

特別利益   

固定資産売却益 5 3,178

特別利益合計 5 3,178

特別損失   

固定資産除却損 1 －

固定資産売却損 － 20

特別損失合計 1 20

税金等調整前四半期純利益 93,302 122,056

法人税、住民税及び事業税 29,167 38,791

法人税等調整額 5,544 8,095

法人税等合計 34,711 46,887

四半期純利益 58,590 75,169

親会社株主に帰属する四半期純利益 58,590 75,169
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 58,590 75,169

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △13,763 36,828

持分法適用会社に対する持分相当額 － △324

その他の包括利益合計 △13,763 36,503

四半期包括利益 44,826 111,673

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 44,826 111,673

 

EDINET提出書類

株式会社テイン(E02242)

四半期報告書

 9/13



【注記事項】

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成25年９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数

株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四

半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産および投資その他の資産に係る償却費を含む。）は、次

のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 28,229千円 35,072千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月18日

定時株主総会
普通株式 62,325 12.00 平成26年３月31日平成26年６月19日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 77,905 15.00 平成27年３月31日平成27年６月22日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、自動車用サスペンションの製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円28銭 14円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
58,590 75,169

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
58,590 75,169

普通株式の期中平均株式数（株） 5,193,800 5,193,726

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成27年８月７日

株式会社テイン

取締役会　御中

 

　新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小 野 木 幹 久　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　田　大　輔　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社テインの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日
から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テイン及び連結子会社の
平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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